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研究成果の概要（和文）：医薬品の適正使用、違法薬物、メディア情報に関する説明や注意の情報紙（ドラッグ
レター：ＤＬ）を中学生および高校生や彼らの保護者に配付した。その結果、ＤＬを保護者にも読んでもらうこ
とは、保護者による生徒への家庭内教育のきっかけとなることが示唆された。また高校生ではＤＬで発信した情
報の一部に関して、理解度の向上や意識の変化が見られた。一方、生徒や保護者が相談薬局に相談した件数はわ
ずかであり、相談しやすい薬局を生徒らに提示するだけでは、薬剤師への相談は促されなかった。

研究成果の概要（英文）：Drug Letters (DL) that are commentary and attention information papers of 
proper use of drugs, illegal drugs and media information were distributed to junior high school 
students, high school students, and their parents. It was suggested that parents reading of DL could
 bring about home education from parents to students. In high school students, there was an 
improvement in understanding and a change in consciousness about a part of information on DL. 
However, the number of students and parents consulted with Consultation Pharmacies was small. Just 
to showing Consultation Pharmacies to students and parents, they did not consult to pharmacist.

研究分野： 社会薬学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
中学校では平成 24 年度、保健体育教科に

高等学校で実施されていた医薬品教育の一
部が移管され、3年生に対し 1～2単位時間実
施されるようになった。高等学校では医薬品
教育の内容がレベルアップし、平成 25 年度
以降、年次進行により主に 2 年次に 2～3 単
位時間実施されるようになった。 
一方、同じ時期、中高生のスマートフォン

所持率が急上昇（中学生：平成 23 年 5.4％→
平成 25 年 47.4％、高校生：平成 23 年 7.2％
→平成 25 年 82.8％）（総務省、平成 26 年 3
月）しており、保護者等の目の届かないとこ
ろで医薬品や健康情報のみならず、危険ドラ
ッグ等、違法薬物情報へのアクセスも容易に
なっている。さらに多くの一般用医薬品がイ
ンターネット購入できるなど、中高生を取り
巻く環境は短期間で大きく変化している。 
そこで研究代表者らは平成 25 年 11 月、平

成 24 年度に中学校で医薬品教育を受け平成
25 年度に高校 1年生となった生徒、および中
学校保健体育科教諭（いずれも金沢市内）に
対し、中学校での医薬品教育効果や高校 1年
生のインターネット情報への意識等に関す
るアンケート調査を実施（大柳ら、日本薬学
会第 134年会、 平成 26年 3月）したところ、
高校1年生は学習指導要領に定められた学習
項目の一部において、多数の生徒が教育目標
に達していないことが分かった。また医薬品
や健康、美容に対する疑問が生じた時に最優
先する相談先は保護者やインターネットが
多かった。さらにインターネット情報に専門
用語が多用された場合、多数の生徒はその内
容を正しいと感じると回答した。中学校保健
体育科教諭自身も医薬品教育の効果が一部、
十分でないと感じていることが分かった。併
せて、医薬品教育に学校薬剤師がほとんど関
われていないことも明らかになった。また平
成 26 年 1 月にくすりの適正使用協議会が中
学生の母親を対象に実施したインターネッ
ト調査から、母親の医薬品適正使用に関する
知識は十分でなく、家庭内で医薬品が適正に
使用できていない実態が明らかになった。 
以上のことから、中学生だけでなく高校生

や保護者に対しても、医薬品教育の補完、メ
ディア教育や薬物乱用防止教育の充実化が
必要と考え、本研究に着手した。 
 
２．研究の目的 
医薬品の適正使用、違法薬物に対する注意、

医薬品や健康、美容に関するメディア情報へ
の接し方等についての情報紙（ドラッグレタ
ー：ＤＬ）の配付、また中高生らが相談しや
すい薬局（相談薬局）を設定し、中高生やそ
の保護者に対する医薬品教育の補完、メディ
ア教育や薬物乱用防止教育の充実化に向け
た効果を検証する。 
上記検証の前に、高等学校での医薬品教育

効果等を把握するため、高校 1年生に行った
調査同様、大学 1年生の実態を調査する。 

３．研究の方法 
(1)大学 1 年生に対する医薬品教育効果やイ

ンターネット情報への意識等に関するア
ンケート調査 

 ①旧学習指導要領（旧要領）下で医薬品教
育を受けた大学 1 年生（平成 27 年 4 月
入学生（現役生、浪人生））に対するア
ンケート調査 

平成 27 年 4 月、金沢大学全学類の 1 年生
に対し、学内ポータルシステムを利用してア
ンケートを実施した。 
 
 ②新学習指導要領（新要領）下で医薬品教

育を受けた大学 1 年生（平成 28 年 4 月
入学生（現役生））に対するアンケート
調査 

平成 28 年 4 月、金沢大学全学類の 1 年生
に対し、学内ポータルシステムを利用してア
ンケートを実施した。浪人生の回答は、平成
27 年 4月実施のアンケートに組み入れた。 
 
(2)中高生およびその保護者へのＤＬ配付、

ならびに相談薬局を設定することの効果 
 ①ＤＬを配付する中学校および高等学校

の選定 
金沢市内の中学校 1校および高等学校 1校

を選定した。両校の距離は直線で約 900 m。 
 
 ②ＤＬの配付対象生徒、ＤＬ配付の方法・

期間・間隔、ＤＬの内容 
・ＤＬの配付対象生徒 

中学校では 2,3 年生、高等学校では 1年生
とした。 

・ＤＬ配付の方法・期間・間隔 
中学校および高等学校いずれもＤＬ単独
の配付物（A4用紙 1枚）として直接生徒に
配付し、保護者にも見せるように伝えた。
期間は平成 28年 4月から平成 29年 3月ま
での 1年間とし、間隔は月 1回とした。 

・ＤＬの内容 
中学校では医薬品教育、高等学校では薬物
乱用防止に重点を置いた内容とした。 

いずれも各学校の要望も踏まえ決定した。 
 
 ③相談薬局の設定 
中学校学区および高等学校生徒の主居住

地ならびにそれら周辺から、学校薬剤師が在
籍する薬局を中心に 11 薬局を選定した。薬
局名や連絡先等はＤＬの裏面に印刷した。 
 
 ④ＤＬ配付、相談薬局設定の効果に関する

アンケート調査 
ＤＬ配付前の平成 28 年 4 月およびＤＬ配

付後の平成 29 年 3 月、ＤＬ配付対象生徒な
らびにその保護者にアンケートを実施した。 
 
(3)倫理的配慮 
 本研究は、金沢大学医学倫理審査委員会お
よび北陸大学臨床教育・研究に関する倫理審
査委員会の承認を得て実施した。 



４．研究成果 
(1)大学 1 年生に対する医薬品教育効果やイ

ンターネット情報への意識等に関するア
ンケート調査 

 
表 1 大学 1年生からのアンケート回収結果 
 
 
 
 
 
 
 
大学 1 年生からのアンケート回収結果は、

表 1のとおりだった。 
新旧要領間の比較では、新要領で追加され

た医薬品分類等の知識の向上は見られたが、
理解度は十分でなかった。さらに、「医薬品
を水以外で服用する」と回答した学生が約 4
割存在する等、中学校の学習項目さえ十分守
られていないものもあった。体調不良時の行
動では、「家にある薬を飲む」や「家族に相
談する」と回答した学生が多く、まずは家庭
内で対処する傾向が見られた。 
一方、医薬品等に関して疑問が生じた際の

行動は、両年とも「ネットで調べる」と回答
した学生が最も多かった。さらにネットの質
問サイトで専門用語が多用された場合、その
情報を「正しいと感じる」と回答した学生が
約 7割存在し、実際に「ネットで誤った情報
を信じてしまった経験がある」と回答した学
生も約 4割存在した。 
大学 1年生の実態調査から、高校生に対し

ても医薬品教育の補完、メディア教育や薬物
乱用防止教育の充実化に向けた対策が必要
と考えられた。 
 
(2)中高生およびその保護者へのＤＬ配付、

ならびに相談薬局を設定することの効果 
 
表 2 中学 2,3 年生および高校 1 年生、なら

びにその保護者からのアンケート回
収結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中高生およびその保護者からのアンケー

ト回収結果は、表 2のとおりだった。 
平成 29年 3月実施のアンケート結果から、

ＤＬで発信した情報に関し、概ね 1～2 割の
家庭で保護者から生徒への家庭内教育が行
われた可能性が考えられた（図1および図2）。 

図 1 ＤＬを読んだ保護者と話し合いをした
り説明・注意を受けたと回答した中学
2,3 年生、およびＤＬを読んで子供と
話し合いをしたり説明・注意をしたと
回答した中学2,3年生の保護者の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（話し合い、説明・注意の内容：1.違法薬物
について、2.医薬品の正しい使い方や保管方
法について、3.医薬分業や医薬品の種類につ
いて、4.医薬品や健康などに関する相談先に
ついて、5.インターネットについて、6.サプ
リメントや健康食品について、7.テレビなど
の健康情報について、8.その他） 
 
図 2 ＤＬを読んだ保護者と話し合いをした

り説明・注意を受けたと回答した高校
1 年生、およびＤＬを読んで子供と話
し合いをしたり説明・注意をしたと回
答した高校 1年生の保護者の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（話し合い、説明・注意の内容：1.違法薬物
について、2.インターネットについて、3. 医
薬品の種類や医薬品の正しい使い方につい
て、4.健康食品やサプリメントについて、5.
妊娠と医薬品の使用について、6.その他） 
 
 
平成 28 年 4 月実施のアンケート結果と平

成 29 年 3 月実施のアンケート結果を比較し
たところ、高校 1年生ではＤＬ配付後、ＤＬ
で発信した情報に関する理解度が有意に上
昇、また意識が有意に変化したものが複数あ
った。しかしながら、高校 1 年生の保護者、
中学 2,3 年生およびその保護者では、ＤＬ配
付後の理解度、意識・行動の変化に有意差は
見られず、ＤＬ配付の効果はほとんどなかっ
た。この理由として、ＤＬは読みやすく平易
との回答が中高生徒・保護者ともに 3～6 割
だった一方、生徒では「毎月必ず読んでいた」
との回答は 1 割未満、「興味・関心のあると
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きは読んだ」が 2～3 割、保護者でも「毎月
必ず読んでいた」は約 1 割にとどまるなど、
ＤＬがあまり読まれていなかったためと考
えられた。また他の理由として、違法薬物に
関すること等、ＤＬ配付前から既に一定の理
解があったことが影響した可能性も考えら
れた。 
相談薬局への相談は、中学生および中学生

の保護者が各 1件のみだった。相談薬局を設
定しその情報をＤＬに記載するだけでは、生
徒等が薬剤師へ相談することを促せないこ
とが分かった。相談薬局が活用されなかった
理由として、薬局は調剤や医薬品等購入目的
以外では相談しにくく、生徒等にとって薬剤
師は身近な専門家と認識されていないこと
等が考えられた。 
ＤＬ配付および相談薬局設定は、平成 29

年 3月以降も継続し、継続の効果を検証した。
すなわち、平成 29 年 4月から平成 30 年 3月
の 1年間、平成 28年度と同様にＤＬを配付、
また相談薬局は 11 薬局を継続した。ただし
平成 28 年度からの変更点として、中学校で
は 3 年生向けＤＬの内容を新たなものにし、
高等学校ではＤＬの配付対象を1年生から全
学年に広げ、2, 3 年生向けＤＬは新たに作成
した。平成 30 年 3 月、ＤＬを配付した生徒
を対象にアンケートを実施し、回収結果（回
答者数/対象者数（回収率））は中学 2年生：
40 人/44 人（90.9％）、中学 3年生：35 人/36
人（97.2％）、高校 1 年生：120 人/137 人
（87.6％）、高校 2 年生：106 人/116 人
（91.4％）、高校 3 年生：117 人/123 人
（95.1％）だった。平成 29 年 3 月実施のア
ンケート結果と比較したところ、ＤＬを読ん
だ、医薬品適正使用の助けになった等の回答
において、平成 29 年度中学 3 年生は平成 28
年度中学2年生だった時に比べ回答数が上昇、
また平成 28 年度 3 年生と比べた場合、回答
数は有意に高かった。しかし高校生では同様
の結果は得られなかったこと、また 2年度間
での比較のため、継続による効果の有無は判
断できなかった。単年度でのＤＬ配付効果は、
平成 28 年度と同様の結果であった。相談薬
局への相談についても、平成 28 年度と同様
の結果だったが、一方で中学生の 2～4 割、
高校生の 4～5 割が相談薬局の存在を心強い
と回答しており、今後、薬剤師への相談に結
びつけるための検討が必要と考えられた。 
運用面における各者の負担について、ＤＬ

に関する中学校および高等学校の負担は配
付前の内容確認と生徒への配付作業、相談薬
局に関しては生徒等から相談があった場合
への対応が負担となる可能性があったが、各
者の負担はほとんどない、あるいはわずかだ
ったと考えられた。 
今後の検討課題として、生徒だけでなく保

護者にもＤＬをもっと読んでもらえるよう
にすること、相談薬局を活用してもらえるよ
うにしていくこと、本取組の継続効果の検証
があげられた。 

本研究により、ＤＬの配付は学校側の負担
が小さく簡便な方法であり、ＤＬを生徒に配
付し保護者にも読んでもらうことは、医薬品
適正使用、違法薬物やインターネット等に関
する家庭内教育のきっかけとなることが示
唆された。またＤＬで必要な情報を発信する
ことは、その情報に関する理解度の向上につ
ながる手段となり得ると考えられた。 
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